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研究成果の概要（和文）：かつて日本の農山村においては、集落＝コミュニティが主体となり、地域資源を活用
した産業創出により持続的に発展してきた。現代農山村コミュニティの再活性化においては、戦略の策定が求め
られる。策定の主体は、集落＝コミュニティをベースにした組織（地域運営組織等）が担うことになる。そし
て、地域資源、新技術、外部支援といった要素を活用して、新産業創出に向けた実践が可能になる。今後求めら
れる政策支援として、組織運営、新技術開発、外部人材の供給・定着化等が挙げられる。

研究成果の概要（英文）：Japanese rural areas used to develop sustainably by creating industries that
 utilize local resources. Strategy formulation is required for revitalization of modern rural 
communities. The main body of formulation will be a community-based organization (regional 
management organization, etc.). Then, by utilizing the elements such as local resources, new 
technology, and external support, it becomes possible to practice toward the creation of new 
industries. Policy support for organizational management, new technology development, and supply and
 retention of external human resources will be required in the future.

研究分野：農業経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
農山村における産業の創出・発展・衰退の過程を、特定地域に即して定点的に時系列で分析し、その過程におい
て集落＝コミュニティの戦略がみられることを明らかにした。また、こうした過去の事例の分析から、現代農山
村における産業創出戦略を導出した。以上の点で学術的意義を有する。また、現代農山村における産業創出にお
いて、今後の政策支援のあり方を提示した点で社会的意義を有する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

昨今、農山村においては、地域経済の基盤たる農林業が弱体化する一方で、住民の収入源とな
る農外産業も縮小し、生計を立てるのが困難になっている。一方、農地・山林の荒廃は年々進行
し、生活環境は悪化し、生活の場、安住の地としての農山村の存在価値が蝕まれつつある。こう
した状況が続けば、近い将来、農山村の崩壊を招きかねない。これら問題解決のためには、農山
村における経済活性化が必要であり、そのための有力な方策は新産業創出である。新たな産業を
興し、発展させることで住民の収入源が確保され、それによって人が集まり、留まることにより、
農山村は活気を取り戻すことができる。 

これまでの産業創出に関する研究は多く存在し、特に農山村分野では、内発的発展論の観点か
ら守友[1991]、地域づくり論の観点から小田切[2013]が挙げられる。いずれの研究も、農山村に
おける先進事例の分析から産業創出の条件を帰納的に導出するという方法がとられ、主体の「内
発性」と「地域資源」の活用が強調されているものの、主体の「戦略」という視点から論じられ
ることはなかった。 

「戦略」とは、本質を洞察しそれを実践することであり、人と人との相互作用を通じて社会的
に創造されるものである（野中ら[2005]）。野中らは、近代戦史の分析からその時々でとられた
戦略が勝敗を決した点を明らかにしている。 

この「戦略」を農山村の現場に適用すればどうだろうか。一部の先進事例は例外として、豊か
な地域資源に恵まれながらも十分に活用できない地域や、新たな取り組みをはじめたかと思え
ばすぐに消沈してしまう地域は、枚挙に暇がない。これは主体の内発性や地域資源の問題とは別
に、主体が立案する「戦略」の拙さ、あるいは「戦略」自体の不在に起因しているのではないか。
だとすれば、農山村コミュニティが状況に応じて優れた戦略を生み出すことができれば、産業の
創出が図られ、当該地域は持続的に発展するだろう。逆に、拙い戦略を立てるか、戦略そのもの
を持たない場合、当該地域の衰退を助長することになるだろう。 

 

２．研究の目的 

本研究では、農山村コミュニティの産業創出戦略に焦点をあて、その戦略が時代とともに変容
していく有り様を明らかにする。そして、現代農山村コミュニティ再活性化のための産業創出戦
略への示唆を得る。 

 

３．研究の方法 

本研究では東北地方の中山間地域に位置する O 地区を研究対象地とする。O 地区には明治初期
に製糸場が存在し、集落＝コミュニティを母体とした産業組合によって運営され、薪・水といっ
た地域資源をふんだんに活用して発展し、約 40 年間も経営を継続し、農山村経済を支えた（平
口［2008］）。O 製糸場は、昭和恐慌の影響により廃業を余儀なくされたが、その後も新たな産業
が創出され、地域住民の生活は維持された。 
昭和初期に製糸業が衰退した後も、戦中・戦後復興期には炭焼き、馬産、酪農といった種々の

産業が生まれ、発展していった。高度経済成長期に入ると、住民は出稼ぎや兼業によって就業先
を地区外へと求めるようになり、地区内の産業は衰退した。ところが 1980 年代以降、集落の高
齢化、人口減少に抗するかのように、地区のコミュニティ組織による活動が活発化し、この組織
が主体となって、交流事業の実施や新産業創出の試みがなされている。O 地区の農山村コミュニ
ティが時代の変化に対応しながらどのような戦略をもって産業を創出し地区の発展に努めてき
たかを時系列で明らかにした。 
また近年、各地の農山村においてコミュニティを主体にした住民自治組織の活動が活発にお

こなわれるようになっている。地域運営組織や広域地域組織など呼称はさまざまであるが、集落
＝コミュニティを主体として、地域活動やコミュニティビジネスに取り組む例がみられる。さら
に ICT 等の新技術を採用したスマート農業の取り組みにも着目し、新事業創出の可能性を検討
した。 
 
４．研究成果 
(1)戦略の理論的検討 
戦略の理論的検討では、主として野中ら(2005) 、Mintzberg(2009)を参照した。野中らが指摘

するように、戦略とは他者とのダイナミックな相互作用を把握し、そこで生成する矛盾を綜合す
るものであり、こうした戦略を農山村コミュニティが持ちえたかどうかの検証が必要である。ま
た Mintzberg(2009)によれば、戦略は Plan, Pattern, Position, Perspective, Ploy の 5 つの
側面から定義されるが、過去の事例を対象にする場合、特に Pattern（経路）、Perspective（視
座）、Ploy(策略)に着目した分析が必要である。現代農山村コミュニティにおいては種々の事業
創出が試みられているが、十分な戦略を備えているとは言い難い。できれば実施以前の段階で他
者との相互作用、実施に伴う摩擦、矛盾への対応が考慮される必要がある。また実施段階では、
予期せぬ変化に臨機応変に柔軟に対応する必要がある。 
 
(2)農民製糸場の展開過程の分析－６次産業化の基本条件導出－ 
研究対象地において明治期に勃興し、昭和初期まで約 40 年間経営を継続した O 製糸場の展開

過程の分析から、現代における６次産業化にも適用可能な 4 つの基本条件を導出した。それらは



第 1 に、地域住民が主体となり現状への問題意識と将来ビジョンを持って事業に取り組むこと、
第 2 に、地域資源を探索し、発見すること、第 3 に、地域人材の活用、第 4 に、地域間連携であ
る。これら 4 条件を産業創出戦略にどのように位置づけるかが今後の検討課題である。 
 
(3) 高度経済成長期、出稼ぎ・兼業過程の分析 
高度経済成長期、出稼ぎ・兼業過程における経済・社会構造の変化と戦略変容についての検討

をおこなった。研究対象地において明治期に勃興した O 製糸場は昭和初期に消滅したが、戦中・
戦後復興期には炭焼き、馬産、酪農といった種々の産業が生まれ、発展した。高度経済成長期に
入ると、住民は出稼ぎや兼業によって就業先を地区外へと求めるようになった。 
地区在住の 80 代の出稼ぎ経験者によれば、当初、出稼ぎの動機は、生活困窮や職不足ではな

く、都会に見聞を広めに行くといった程度のものだった。地区内の林業現場では毎日のように仕
事があり、農作業の合間に林業に従事することで家族の生活維持には十分な所得が得られてい
た。しかし当時の地区の林業従事賃金と都市部の大工賃金の間には倍程度の差があり、一度都市
部で職を得ると、地区へ戻らずに都市部に定住するものも多数見られるようになった。こうした
プロセスで徐々に出稼ぎが常態化していった。一度常態化すると不可逆的に人口流出が進行し、
一方で農林業の雇用吸引力も次第に弱まり、地区内の産業は衰退するとともに、人口減少、高齢
化が年々進行していった。 
 

(4)コミュニティ活動の展開過程の分析 

対象地域では、1980 年代から住民自治組織である O 協議会が主体となり、種々の地域づくり

活動を展開してきた。中でも、当該地域で戦前期から取り組まれてきた木炭生産に着目し、木炭

をモチーフにした祭りや産業創出の研究会が開催されていた。さらに近年では、かつて地域の基

幹産業であった炭焼きに着目し、木炭を用いた発電によってエネルギーを自給する取り組みが

おこなわれており、新たな産業創出の機運が醸成されつつある。当面の課題として、住民の高齢

化による活動の低迷が挙げられ、組織中心メンバーの円滑な代替わりや地域外とのさらなる活

発な交流・連携が必要とされ、今後 5～10 年先の中長期戦略の策定が必要とされる。 
 
(5) 現代農山村コミュニティにおける新産業創出の実態分析 

これまでの研究結果を踏まえた上で、現代農山村コミュニティにおける産業創出に必要な要

素として、主体、新技術の採用、生産基盤の整備に焦点を当て、関連事例を調査した。岩手県 T

協議会では、農業、福祉、交流を柱とした地域活性化を目指し、高齢者サロンの運営、福祉農園

の開設、農産加工品の開発を行っていた。山梨県 C 社では、ブドウ栽培においてドローンや IoT

を用いたスマート農業の実践に取り組み、経営の安定化や新規就農者の確保を図るとともに、体

験交流事業、加工・販売事業等の新規事業展開を構想していた。農機メーカーK 社のクラウドシ

ステムは農業経営管理の簡素化・効率化を実現する革新的な技術であり、汎用性が期待される。

岩手県 M 集落営農法人では、1 集落 1 農場の理念のもとに法人への農地集積を図り、効率的な生

産を実現する一方で、ジャム、ジュース、濁酒等の農産加工事業を拡大していた。いずれの事例

においても、地域の将来を見据えた戦略のもとに産業創出の模索・実践が行われていた。 
 
(6) 現代農山村コミュニティ再活性化のための産業創出戦略への示唆 

 現代農山村コミュニティの再活性化において、戦略の策定が必要である。策定の主体は、集落

＝コミュニティをベースにした組織（地域運営組織等）が担うことになる。そして、地域資源、

新技術、外部支援といった要素を活用して、新産業創出に向けた実践が可能になる。今後求めら

れる政策支援として、組織運営、新技術開発、外部人材の供給・定着化等が挙げられる。 
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